
  

 

入札心得（電子入札・予定価格事前公表試行工事） 

 

 （趣旨） 

第１条 富山県が発注する建設工事（以下「工事」という。）のうち富山県行政手続等に

おける情報通信の技術の利用に関する条例（平成15年富山県条例第54号）第３条第１項

に規定する電子情報処理組織（以下「電子入札システム」という。）を使用し、かつ予

定価格を入札執行前に公表する工事の契約に係る競争入札を行う場合の取扱いについ

ては、地方自治法（昭和22年法律第67号）、富山県会計規則（昭和62年富山県規則第17

号。以下「会計規則」という。）その他法令に定めるもののほか、この入札心得（以下

「心得」という。）の定めるところによるものとする。 

 （入札等） 

第２条  入札参加者は、契約書案、心得、図面及び仕様書（以下「設計図書等」という。）

並びに公告又は指名通知書を熟覧し、並びに暴力団排除に関する誓約事項（別添１）を

承諾のうえ、入札しなければならない。この場合において、設計図書等に疑義があると

きは、入札書の受付開始日の前々日（一般競争入札にあっては、公告において定める日）

までの間において、関係職員の説明を求めることができる。 

２ 入札書には、所要の事項を入力し、公告又は指名通知書に示した日時までに電子入札

システムにより提出するものとする。 

３ 入札参加者は、ウィルスチェック済みの入札書に記載する金額の積算根拠を示す書面

（以下「工事費内訳書」という。）を入札書に添付して電子入札システムにより提出す

るものとする。 

４ 前項の工事費内訳書には、直接工事費（少なくとも工事工種体系による工事区分及び

工種又は公共建築工事内訳書標準書式による種目及び科目の区分に応じ、それぞれ当該

区分ごとの金額）、共通仮設費、現場管理費、一般管理費等、工事価格及び請負工事費

の金額を記載するものとし、当該工事費内訳書の内容に不備（提出者名、工事番号、工

事名の誤記、入札金額と工事費内訳書の工事価格の著しい相違等）がある場合は、原則

として工事費内訳書が提出されなかったものとみなす。 

５ 代理人による入札は、認めないものとする。 

６ 入札参加者は、一旦提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることができな

い。 

７ 指定した時刻までに電子入札システムにより入札書を提出しなかった場合は、棄権

したものとする。 

８ 開札をするときは、別に定める者を除き、職員以外の者の立会いを禁止する。 

 （入札の辞退） 

第３条 入札参加者は、入札書の受付締切予定日時までの間は、いつでも入札を辞退する

ことができる。 

２ 入札参加者は、前項の規定により入札を辞退しようとするときは、電子入札システ

ムにより入札辞退届を提出するものとする。ただし、やむを得ないと認められる場合

には、発注者の承諾を得て、書面により届け出ることができるものとする。 

３ 入札を辞退した者は、辞退したことを理由として以後の入札の参加について不利益な

取扱いを受けるものではない。 



  

４ 指名競争入札を行う場合であって、入札参加者の辞退により、入札執行日において入

札参加者が１人となったときは、入札の執行を中止するものとする。 

 （公正な入札の確保） 

第４条 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法

律第54号。以下「独禁法」という。）等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格

又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければならない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示

してはならない。 

 （入札の中止等） 

第５条 入札参加者が独禁法等に抵触する行為その他不正若しくは不穏の行動をなし、又

は関係職員が入札の適正な執行を妨げるおそれがあると認めるときは、当該入札参加者

を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは中止することがある。 

 （無効の入札） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

（１）入札に参加する資格を有しない者のした入札 

（２）入札保証金の納付を必要とする入札について、入札保証金納付証明書の提出のな

い入札又は当該納付額が不足する入札 

（３）会計規則第89条第１号に規定する入札保証保険契約を締結し、入札保証金の納付

が免除された入札について、入札保証保険証券の入札金額を超える入札 

（４）富山県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則（平成16年富山県

規則第22号）第７条第１項各号のいずれかに掲げる措置が実施されていない入札 

（５）同一人の同一事項に対する２以上の入札 

（６）必要な記載事項を確認できない入札 

（７）明らかに独禁法等に抵触すると認められる入札又は入札に際し、不正の行為があ

ったと認められる入札 

（８）予定価格を超える入札 

（９）工事費内訳書を提出しない者のした入札 

(10）富山県公共工事総合評価方式試行要領第６項第１号の規定によるヒアリングに応

じない者及び同項第２号の規定による追加資料の提出を行わない者のした入札 

（11）第９条第２項の規定による調査に協力しなかった者のした入札 

（12）前各号に掲げるもののほか、心得に定められた入札に関する事項に違反した入札 

 （開札） 

第７条 開札は、当該入札事務に関係のない職員を立ち合わせて行うものとする。 

 （入札回数） 

第８条 入札回数は１回とする。 

 （落札者の決定） 

第９条 入札者のうち、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札

者とする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、当該各号に定める者を落札者と

する。 

（１）落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合

した履行がなされないおそれがあると認める場合 予定価格の制限の範囲内の価格



  

をもって入札をした他の者のうち最低の価格をもって入札した者 

（２）当該契約の内容に適合した履行を確保するため特に必要があると認めるときであ

って、あらかじめ最低制限価格を設けた場合 予定価格の制限の範囲内の価格で最低

制限価格以上の価格をもって入札をした者のうち最低の価格をもって入札をした者 

２ 前項第１号に規定する当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあるか

どうかについての調査を要する価格で入札を行った者は、別に定めるところにより行う

当該調査に協力しなければならない。 

３ 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上ある場合においては、電子入札シス

テムにより、当該同価格の入札についてくじを行い、落札者を決定する。 

 （契約の締結） 

第10条 落札者は、落札決定の通知を受けた日の翌日から起算して７日（富山県の休日

を定める条例（平成元年富山県条例第１号）第１条第１項に規定する休日（以下この項

において「休日」という。）を除く。）以内に契約を締結しなければならない。ただし、

請負代金額が500万円未満の場合、５日（休日を除く。）以内に契約を締結しなければな

らない。 

２ 落札者は、請負代金額が500万円以上の場合、契約の締結と同時に、契約保証金を納

付しなければならない。ただし、有価証券等の提供、金融機関又は保証事業会社の保証

をもって納付に代えることができる。 

３ 前項本文の規定にかかわらず、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行

保証保険契約の締結を行った場合は、納付を免除する。 

４ 第２項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額は、請負代金額の10分

の１（落札者が前条第１項に規定する当該契約の内容に適合した履行がなされないおそ

れがあるかどうかについての調査を受けた者である場合にあっては、10分の３）以上と

しなければならない。 

５ 落札者が第１項に規定する期間内に契約を締結しないときは、落札者としての権利を

失うものとする。 

６ 落札者が契約を締結するまでの間に、富山県から入札参加の資格制限又は指名停止を

受けた場合は、契約を締結しないことがある。 

 （異議の申立） 

第11条 入札参加者は、入札後、設計図書等についての不明を理由として異議を申し立

てることはできない。 

 （特定調達契約に係る競争入札を行う場合の取扱い） 

第12条 富山県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年富山県

規則第68号）第１条の特定調達契約に係る競争入札を行う場合の取扱いについては、別

に定める入札心得によるものとする。 

 

 

 

入札心得第２条第８項に規定する「別に定める者」は下記のとおりとする。 

記 

１ 富山県の県政記者クラブに所属する報道機関の職員 



  

別添１ 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記のいずれにも該当しま

せん。また、当該契約満了までの将来においても該当することはありません。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。 

 以上のことについて、入札書の提出をもって誓約します。 

 

記 

 

１ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人で

ある場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表

者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）

が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に

規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である 

２ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている 

３ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している 

４ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している 

 

 

 

 

 

 

 

 


